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１ 提案の要旨 

当社は、財務的には深刻ではないが、競合の出店などにより旗艦

店の売上が低下しており、このままの経営を続けると慢性的な赤字見

込みである。 

抜本的な改革を行うために、経営理念を実現するための経営方針

の変更を行い、社員の具体的行動の変化にまで落とし込む。 

短期戦略として、有価証券を担保とした借入と不良在庫処分で、

改革のための資金を確保。次に、雑貨の取扱いでリピート率を向上さ

せ、旗艦店の一部をカフェに改装して来店客に HYGGE ブランドを認

知させる。 

今年度は不良在庫処分による特別損失で大幅赤字を計上するが、

このタイミングで会長の持株を社長に贈与、2/3 超を保有する。同時

に、会長が代表権を返上、名実ともに社長が当社を引っ張る存在と

する。 

中長期成長戦略として、店舗向け家具販売と 50～60代女性をタ

ーゲットとした新ブランドを立ち上げ、成長の柱を作っていく。 

以上の施策により、2027年に売上高 108億円、営業利益 6.1億

円を達成する。 

 

２ 業界分析（添付資料 1） 

国内の家具・インテリア用品市場は、縮小傾向にある。理由として

は住宅着工戸数の減少・住居のビルトイン収納設備の充実・婚礼家

具需要の縮小・少子化による子供向け家具需要の低迷などが挙げ

られる。また、買い替え需要の低い一般家具や室内設備・装飾品の

消費額は減少傾向であり、家具のみならずインテリア用品や雑貨を

含めた商品提案を行う企業が増加している。家具・インテリアの世帯

あたり消費額は添付資料1を参照。 

 また、業界特性的に模倣品が出回りやすく商品の差別化が難し

いため、低価格路線の店舗の商品との同質化が進みやすい。また、

価格競争が激化しており、大手企業の寡占化が進んでいる。 

以上のことから、他社との差別化戦略による顧客増加が各社共通

の課題である。 

 

３ 自社分析（添付資料 2・3） 

当社では、提携工場で製造を委託した低中価格帯の商品を販売

している。当社の強みはデザインや品質についての情報をすばやく工

場に伝達することで、より良い商品・サービスの提供に反映させること

にある。しかし、情報を反映させるのにはタイムラグがあり、その情報を

提供してくれた顧客に対しては要望に応えていない点に問題がある。 

2017 期は減収減益の赤字転落となる見込みで、4 半期ベースで

は 2016年10月期から赤字の状態である。 

考えられる理由は下記3点である。 

① 近隣に出店した競合により旗艦店の売上が低下している 

② 低価格路線の商品の質が向上し、自社商品の優位性が失

われつつあること 

③ 業界内競争が激しくなり、価格競争が進行していること 

競合の中でも大手競合の進出が売上・利益低下の大きな要因で

ある。大手競合が一定レベルのデザイン性がある低価格帯の家具を

提供したために、HYGGEの「比較的買いやすい」というメリットを奪って

しまった。 

プロモーション戦略は、積極的な広告は打たず、店舗を訪れてブラ

ンドが認知される戦略を取っていることから控えめであり、ブランド認知

が低いと考えられる。また、ミドルマネージャーの離職により、モチベー

ションの低下や接客の質の低下が発生していることも問題である。 

 現状の赤字体質の解消のために、ブランド認知のプロモーション戦

略などが必要である。 

 

４ 経営方針の変更（添付資料5） 

現在、経営理念を実現するための経営方針に「顧客の要望へのフ

ィードバックを、その顧客に対してすることができない」という課題がある。 

そこで、経営方針を「お客様のご要望を的確に把握し、家具を通じ

て‶居心地の良い空間″を提供する」に改める。この方針転換によっ

て、社員の具体的行動を「顧客のニーズをスピーディーにくみ取る」だ

けで終わらず、「顧客の空間づくりのサポート」に昇華させ、より経営理

念に近づける。この方針は、新しいWEASONを作るために、社長自ら

全店舗を回って全従業員への浸透を図り、疑問や不安の解消をする。 

顧客の声を商品・サービスに活かすことは継続し、よりよい商品開

発に努める。 

 

５ 資金調達（添付資料 4・8） 

現状のままでは、2017 年 8 月に資金ショートする。そこで、保有し

ている投資有価証券を担保に、銀行から借入を行う。株式の売却は

店舗戦略に悪影響が出かねないため、担保とする方法を選択。 

また、直近の販売不振で急増した棚卸資産から、古くなったものを

中心に売却して現金化する。 

 

６ 事業承継の円滑化（添付資料 6） 

前述の不良在庫売却により、2018年1月期は大幅な純損失を計

上する。これにより、当社の株式評価額が 2 割程度減少。その機会

に、会長が保有する株式の多くを、社長に贈与する。事業承継税制

を活用することで多額の納税猶予を受けることができる。仮に、贈与

税の負担が必要となっても少額に抑えることもできる。 

この施策により、名実ともに社長体制とすることで、社内の派閥争

いを起こさせず、全社一枚岩となって改革を推進することができる。 

 

７ 短期成長戦略 

下記の 2 つの短期成長戦略を行い、HYGGE ブランドの認知度向

上とリピート率向上を実現する。 

 

① 雑貨の取扱い（添付資料9） 

現状では、取扱商品が家具・インテリアのみにとどまり、来店の機会

が少なく、一度商品を購入すれば買い替えの機会も少ないことから、

リピート購入が期待できない状態と考えられる。 

そこで、2017年3月より、全店舗で雑貨類の取り扱いを開始する。

主に、食器・台所用品・アロマグッズ・その他装飾品などを取り扱う。

家具と一緒に展示することで、当社が提案したい居心地の良い空間

を視覚化、家具の購買にもつなげる。また、リピート購入の流れを作り、

家具の追加購入や買い替え時の来店客数を増やす効果も狙う。 

 

② 旗艦店におけるカフェスペース設置（添付資料10） 

当社の提案するライフスタイルに興味を持ってもらうため、カフェスペ

ースの設置で、これまでに来店したことがない客層の取り込みを図る。 

旗艦店の一部を改装して、2017 年 5 月頃から HYGGE CAFE を

スタート。HYGGE CAFE はブランド認知度アップを図るための施策で
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あるため、カフェ事業による利益を追求するものではない。 

店内のソファー・テーブル等の家具類を HYGGE のもので統一し、

HYGGE の家具に囲まれた‶居心地の良い空間″を体験してもらい、

家具・インテリアの販売促進という位置づけで行う。 

なお、当社にはカフェ営業のノウハウがないため、カフェオーナーの希

望者を募集し、月間定額での業務委託形式とする。 

 

以上、2 つの施策により、5 年後をめどに、3％程度の営業利益率

を達成する。 

 

８ 中長期成長戦略 

下記の 2 つの中長期戦略を実施し、HYGGE に次ぐ成長の柱を育

成していく。 

 

①店舗向け販売部門を設立（添付資料11） 

HYGGE のような北欧風の家具は、カフェやおしゃれな飲食店に親

和性が高い。そこで、HYGGEの家具を、カフェなどの新規開店を計画

している人達に販売するための部門を設立する。 

しかし、当社は小売販売のみを行っているため、店舗開業予定者

へアクセスする手段を持たない。そこで、店舗向け販売部門の担当者

を外部から採用する。具体的には、飲食店向け家具販売業者に勤

務経験がある者を採用候補者とする。 

通常の営業活動に加え、ホームページにて店舗向け販売のページ

を追加し、そこにカフェやおしゃれな飲食店の写真を載せることによって

既存の店舗運営者にも興味を持ってもらうようにする。 

その上で、ホームページ作成以外に、メインバンクを通して、開業資

金を調達しようとしている人の紹介をお願いして集客する。 

市場調査や採用等が終了次第立ち上げ、2018 年からの本格稼

働を図る。 

 

②新ブランド「Légerè（レジェール）」の立ち上げ（添付資料 12～14） 

2019年に新ブランド「Légerè」を立ち上げる。 

新ブランドのターゲットは 50～60 代女性とする。2020 年には国内

人口の 5 割が 50 歳以上になる見込みであり、家具を買い替える契

機になるリフォームを行う割合も高い。北欧風の家具は幅広い世代に

受け入れられるため、HYGGE のデザイン性を使用した上質な家具と

する。 

差別化ポイントは「丈夫さと軽さを兼ね備えていること」とする。また、

HYGGEのデザイン性の強みはそのまま活かす。 

北欧風家具に多く使われているオーク・ウォールナット・チーク材は

比重が 0.57～0.75 と高く、テーブルの重量が 30 ㎏程度になるものも

多い。Légerè では主に色調が近いセコイア（比重 0.45）・ヤクスギ

（0.38）、淡い色のイエローパイン（0.40）を使用し、家具の重量は 3 割

程度の軽量化ができる。軽量の家具とすることで部屋の掃除や模様

替えがしやすくなるという付加価値を提供する。 

HYGGE に匹敵する強度を誇る商品を作るべく、本年中に研究開

発を開始する。2019 年から、テストマーケティングを 1 店舗で開始。

2020年から、東京・大阪での 2店舗展開を目指す。 

 

９ 人事戦略（添付資料 15） 

短期戦略及び中長期戦略を実行するためには、販売員の質向上

が欠かせない。販売員の質向上の戦略として、下記の２つを実施する。 

 

① HRM戦略の実施 

 新経営方針に則った、「居心地の良い空間づくりのサポート」をメイン

とした接客の研修を行う。そこで一定の接客スキルを身に付けた店

長・ミドルクラスから選抜して、新ブランド「Légerè」の販売員となるキャ

リアパスを構築し、社員にとって長期的にキャリアアップが可能となる機

会を設ける。 

 また、店長クラスに関しては給与水準を年収 400 万円以上として、

モチベーションアップを図る。定着率を高めることで、接客レベルの低下

を防ぐ。 

ミドルクラス社員のキャリアパスが整うことで、販売員にとってもロール

モデルができ、長期的なキャリアをイメージできるようになる。 

以上の HRM戦略によって、接客の質の向上を図る。 

 

② 組織変更 

 短期戦略及び中長期戦略を行うにあたり、「HYGGE CAFE」「店舗

向け販売」「新ブランド」に関する組織を新しく作る。これらの組織は全

て経営企画室の下に付けて、新規事業として行っていく。「新ブランド」

は「店舗営業部」「商品企画部」「生産管理部」も含めたプロジェクト

チームとして、各部門から選抜されたメンバーで部門横断的に

「Légerè」の立ち上げ・推進を行っていく。 

 

１０ 打ち手のスケジュール（添付資料 7・16） 

各打ち手のスケジュールは添付資料 16のとおりである。 

短期戦略では雑貨取り扱い・旗艦店カフェ併設・HYGGE 認知拡

大プロモーションにより、ターゲットの認知率向上と来店客数の増加を

図る。中長期的には店舗向け販売・新ブランド立ち上げにより、

HYGGE に次ぐ成長の柱を育成する。短期戦略と中長期戦略を実施

する土台として、人事戦略及び経営方針の変更を行う。 

 

１１ 10年間の業績推移（添付資料 17・18） 

 2027 期までの売上高・営業利益額の予測を述べる。2018 期には

売上は前年度より低下し、不良在庫売却による特別損失で 4 億円

弱の赤字を計上する。2019 期には営業黒字に転換し、5 年後の

2022 期には、売上高 93 億円、営業利益額 2.8 億円で 10 年後の

2027期には売上高108億円、営業利益額6.1億円を目指す。 

 2017～2027 期の売上・営業利益額の計画値に関しては、「添付

資料18」を参照。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 


